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研究成果の概要（和文）：本研究は、インドの農村貧困解決の鍵となる二つの政策課題（農業生産性向上、教育水準向
上）に対する基礎研究と位置づけられる。「農業生産性向上」課題に関しては、西ベンガル州において「SRI（System 
of Rice Intensification）」稲作の実験的導人を行った結果、同農法による増収効果が確認されたものの、同農法の
普及はあまり進まず、今後その原因を更に探る必要性がある。アンドラ・プラデシュ州における教育向上に関しては、
米国にて少数人種学生に対する一定の効果が確認されている、「価値確認（Values Affirmation）」と呼ばれる心理学
的介入実験を実施し、今後その効果を検証する。

研究成果の概要（英文）：This research conducted two sets of Randomized Controlled Trials (RCTs) that 
intends to address rural poverty in India. One was to introduce 'SRI' (System of Rice Intensification) 
cultivation technique in West Bengal. While it has been confirmed that the technique, as practiced by 
resident farmers, leads to substantial yield increases, its adoption among farmers has been very slow. We 
will further inquire why the farmers remain rather skeptical of the technique in our future research.
The other was an experimental intervention of 'Values Affirmation' exercise, a psychological intervention 
that has been to be effective in addressing 'stereotype threat' situations among minority students in the 
US. We will evaluate its impact in our research in the near future.

研究分野：開発経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 本研究の調査対象地は、インドの西ベン
ガル州及びアーンドラ・プラデーシュ州（本
研究開始後に分離独立したテレンガーナ州
を含む）の農村地域である。一人一日 2ドル
以下の生活水準の絶対貧困人口の多くは南
アジアに集中しており、その絶対数は、サブ
サハラ・アフリカの絶対貧困者数の約二倍に
上る。インドでは、急速な経済成長の恩恵を
受けている都市部の発展の一方で、都市・農
村間の格差の拡大は特に深刻である。さらに
農村部でも、「緑の革命」の恩恵を受けてき
た地域と、依然として農業生産性が伸び悩む
地域とが併存する。このような状況は、従来
行われてきた農村開発政策の限界を示唆し
ている。さらに、アーンドラ・プラデーシュ
州辺境部のように児童労働が広くみられる
地域では、貧困層の人的資本投資を阻む市場
的・非市場的制約の存在が示唆される。教育
などへの人的資本を充実することなくして、
農村家計がインド国民経済の成長過程に参
画してゆくことは困難である。以上を踏まえ、
本研究では、農業生産性の向上と、人的資本
開発の二つの政策課題に対して実際に行わ
れた実験的な政策介入の評価を試みた。本研
究では、厳密な政策介入評価の手法及び行動
経済学的手法を組み合わせることにより、貧
困家計の時間・リスク選好等を含む様々な行
動様式が、実際の政策介入の文脈でどの程度
の重要性を持つのかを定量的に検証するこ
とをも目指した。 
(2) 研究課題１：農民による稲作新技術導入
の制約要因とは何か 
 本研究で評価対象とする政策介入実験の
一つは、西ベンガル州における稲作新技術の
導入である。本研究代表者はここ数年来、イ
ンド統計研究所（Indian Statistical 
Institute）の農学者 Pabitra Banik 氏と共
同で、東インドの農村地域における貧困削減
の手段として、稲作の技術革新を模索する試
みを続けている。その中で判明したのは、①
厳しい自然条件にもかかわらず（あるいはそ
れゆえに）、稲作の技術的効率性は高く、従
って生産性を上げるためにはさらに新たな
技術の導入が必要があること、②土壌劣化、
水資源の不安定等のために農業生産の持続
性が重要な課題となりつつあり、伝統的な
「緑の革命」に代表される多投入型新技術に
代えて「環境保全型」の稲作技術の必要性が
高まっていること、等である。そこで「環境
保全型」の稲作技術について複数の可能性を
試験農場において検討すると同時に、西ベン
ガル州デブラ県の 30 か所の村において約６
００世帯の家計を対象にベースライン農家
調査を行った。その後、2010 年度に、調査対
象村からランダムに選ばれた 15 カ村におい
て、SRI(System of Rice Intensification)
稲作農法のデモンストレーションを試験的
に行った。SRI とは、田植えの際に若い苗を
間隔を長めに植えること、水田の水を定期的

に適宜水をぬくこと、等の組み合われにより、
品種を変えることなく収量を大幅に増加さ
せることが可能な農法である。SRI 農法によ
るデモ圃場の稲の単収は、通常農法に比べて
少なくとも3割程度は高いという暫定的な発
見が得られた。本研究ではこれらの成果をさ
らに発展させて、SRI 導入による貧困削減の
可能性をより直接的に検証することを目指
した。 
(3) 研究課題２：児童労働の撲滅と教育投資
の制約要因とは何か 
農業生産性向上とともにインド農村貧困削
減の鍵となるのは、目覚ましい経済成長過程
に貧困家計が参画できるよう、教育投資を充
実することであるが、農村部に根強く存在す
る児童労働はその足かせとなる。そこで本研
究チームでは、南インドの NGO、MV 財団(M. 
Venkatarangaiya 財団)による児童労働廃絶
プログラムに着目し、2005 年より共同研究を
続けている。本研究で対象とする南インドの
アーンドラ・プラデーシュ州辺境部は特に児
童労働が多い地域であるが、MV 財団は過去
20年近くの活動により約2万5千人の子供を
復学・卒業に導くなど、顕著な実績をあげて
いる。 
 開発経済学分野における児童労働に関す
る理論および実証研究は多く、児童労働の背
景には貧困があることは定説となっている。
また、子供を就学させることを条件とした現
金または現物（給食等）移転という経済的イ
ンセンティブによる政策介入が、就学率向上
に効果的であることを示す実証研究が近年
増えている。MV 財団の活動に関してとりわけ
興味深いことは、経済的インセンティブによ
る介入を避け、就学（又は復学）支援のため
の「住込み補習校(Residential Bridge Camp: 
RBC)」の開設と親に対する啓蒙活動の組み合
わせによって、着実に実績をあげていること
にある。このことは、児童労働の要因が、必
ずしも貧困と親の経済合理的な行動のみに
よって規定されているとは限らない可能性
を示唆する。地域での社会規範や親の価値観
等によっても児童労働と教育投資のパタン
が変容する可能性がある。国際開発援助にお
ける政策議論で近年重視されている「条件付
き移転政策」の大きな課題はその多大な財政
負担にあるが、MV 財団の活動は、大きな財政
負担なくして児童労働削減に効果を上げる
代替的政策の可能性を示唆している。 
 そのような問題関心のもと、本研究チーム
では、2005 年に MV 財団やその他の NGO 等が
活動を行っていない二つの郡（Mandal）を選
んで約４００世帯を対象に詳細な家計調査
を行い、児童労働の実態やその特徴を把握し
てきた。2005 年のベースラインデータの分析
からは、子供の就学の決定要因としては母親
の教育のほうが父親のそれよりも重要なこ
と、母親による家計外での経済活動が女児の
就学を妨げる恐れがあること、信用市場への
アクセスの欠如が（家事労働を含む）児童労



働を助長し、人的資本形成の妨げとなってい
ること、等の発見が得られている。 
その二つの郡においては、その後若干のタイ
ムラグをはさんで MV 財団による活動が開始
され、当研究チームは MV 財団の活動のイン
パクトを把握するためのフォローアップ家
計調査を行い、家計レベルのパネル・データ
が揃いつつある段階にある。そこで、MV財団
の非経済的手段による介入政策が就学向上
に与えたインパクトを定量的に評価するこ
とを通じて、類似の介入政策の有効性に関し
ても一定の結論を得ることを目指した。 
 
２．研究の目的 
本研究では、近年発展の著しい実証開発経済
学の二つのアプローチ、すなわち「無作為化
比較試験による政策介入のインパクト評価」
および「フィールド実験による行動経済学的
アプローチ」、を統合することにより、インド
農村部の貧困層の行動様式を精緻に解明し、
より緻密で効果的な貧困削減政策の立案に資
することを目的とした。 
 インドの農村貧困解決の鍵となると思われ
る二つの政策課題、すなわち「農業生産性向
上」および「人的資本投資の拡大」のそれぞ
れの文脈おいて、行動経済学的知見を政策立
案に明示的に組み込むことの有効性を探る基
礎研究と位置付けられる。 
 本研究では、政策介入評価の手法と経済実験
等の行動経済学的手法を最大限に組み合わせ
ることにより、実験室や仮想的な意思決定と
いった文脈ではなく、現実の経済行動の文脈
の中で時間・リスク選好等といった「行動経
済学的」側面がどの程度の重要性を持つのか
を検証することを目指した。 
既に実施中の政策介入（西ベンガル州の SRI
稲作導入およびアーンドラ・プラデ－シュ州
の児童労働撲滅活動）の前後に収集された家
計パネルデータを活用・拡張するとともに、
行動経済学で用いられるフィールド実験の
手法を併用した。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では、既に実施中の政策介入の前
後に収集された家計パネルデータを活用・拡
張するとともに、RCT（Randomized Controlled 
Trial）による追加的な介入を行った。二つ
の政策課題の両方の文脈において、本研究チ
ームと長年共同研究を続けている現地の共
同研究者およびパートナーNGO がおり、現地
調査に当たっては、従来から培ってきたネッ
トワークを活用した。 
(2) 研究課題１においては、2つの具体的な
課題を設定した。そもそも SRI 農法による増
収の（技術的）可能性自体についても、農学
者の間では懐疑的な論者も多く、確立された
技術とは言えないため、まず第一に、
2010-2013年間に、西ベンガル州農村でのSRI
稲作導入実験により得られた稲作生産に関
するデータをもとに、（農業研究機関の圃場

ではなく）地域の農民自身による SRI 稲作が
いかなる技術的成果を上げうるかを検討し
た。 
 第二に、SRI 農法の普及の速さや程度につ
いては世界の各地でばらつきが大きく、さら
には、1980 年代に SRI が生まれたマダガスカ
ルにおいては、SRI 導入の数年後に SRI 農法
から再度通常農法に戻す農家が少なからず
見られることも報告されている。（その主な
原因は、必要とされる労働インプットが多い
ため、とされる；Barrett and Moser）。従っ
て、本研究においても、家計調査によって労
働インプットの推移を把握しつつ、SRI の普
及プロセスを本研究期間中継続的に調査し
た。それらをもとに、リスク回避度、時間の
割引率を含めた農民の多様な属性のうち、い
かなる要因がSRI農法の採用行動をよりよく
説明できるかを検討するためのデータベー
スを構築した。さらには、情報ネットワーク
の役割についても、Conley and Udry (2009)
にならい、情報ネットワークに関するデータ
を収集し、その役割についても検討を加える
ことを目指した。 
(3) 研究課題２に関しては、本研究の前半に
は、以前より MV 財団による児童労働撲滅活
動のインパクトを評価すべく2005年-2009年
にかけて収集を続けてきた家計パネルデー
タの個票のコンピュータ入力およびクリー
ニングを行った。さらに、2013 年度に同じ家
計に対して新たな訪問調査を行い、2005 年の
MVF による介入後の子供たちの就学状況や就
労状況などについて追加情報を収集した。 
 また、初年度の現地調査の結果、児童労働
については近年改善がみられており、今後の
政策課題として教育の質の確保が重要にな
りつつあることが判明した。そのため、MV
財団の協力を得て、学習効果の向上を目指し
た実験的な改善政策として「価値確認
（Values Affirmation）」と呼ばれる心理学的
な介入（主に低カースト層等の社会的に不利
な環境におかれた生徒に対して、短い課題作
文によって学習意欲を向上させることを目
指す手法で、米国においてはその効果が実験
により確認されている）を試行することとし
た。 
 
４．研究成果 
(1) 研究課題１に関しては、2010-13 年にわ
たり行ったSRI試験導入圃場におけるデータ
を詳細に検討した結果、当該地域の農民自身
による SRI 耕作によって大幅な単収増加（平
均 60％）および収益増加（平均 40％）が可
能であること、増収の理由の一つとして、SRI
農法による地中の微生物活動の活発化が考
えられること、（他国における従来の研究結
果とはやや異なり）SRI 農法採用に伴う労働
投入量の増加は見られないこと、等が判明し
た。 
 さらに、SRI 実験圃場を設定した村におけ
る、住民農家による SRI 稲作農法の採用の速



度については、本研究期間中（2012-15）を
通じて極めて遅いことが確認された。例えば、
本研究終了時点で、SRI 農法の採用農家数は、
約 2割程度にとどまる。 
 SRI 農法の採用比率が低いために、農家行
動の要因分析には困難が伴うが、暫定的な発
見としては、SRI 採用とリスク回避度および
時間割引率の間にはそれぞれ負の相関があ
るものの統計的には有意な差ではないこと、
SRI 農法の普及と農民間の会話などコミュニ
ケーションの頻度自体とは無関係ながら、農
家間のSRIに関する情報交換の頻度とは有意
に正の相関があること等が見出された。 
 さらに本研究では、SRI 農法の普及パタン
の要因を探るための外生的な介入を追加的
に実施することとした。具体的には、（2010
年の実験圃場設定の際と同様）村レベルの
RCT により、 
①SRI 農法において田植えの際の農家および
雇用労働者の作業の軽減を目指す農器具「ラ
インマーカ」の導入、 
②デモンストレーション圃場の耕作面積の
拡大、および 
③一部農家に対する、SRI 農法採用を条件と
した稲作投入物（肥料等）の無償供与 
を試みた。 
その結果、「ラインマーカ」については、今
回採用した器具が大きくかつ重いものであ
ったために扱いにくく、効果はなかった。デ
モ圃場の拡大についても、実施後に、周辺農
家におけるSRI採用率に有意な変化は見られ
なかった。第三の介入である稲作投入物の無
償供与については、2015 年度から 16 年度耕
作季にかけて実施したばかりであり、今後そ
の効果の検証を継続することにしている。 
ただし、SRI 農法の全てのコンポーネントを
採用している農家は少数にとどまっている
一方で、ここ数年間、稲のハイブリッド種子
の普及が顕著であり、ハイブリッド種子の導
入時に、一部SRI農法と類似の要素（例えば、
田植えの際に比較的若い段階で苗を植える
こと、植える際に一か所あたり 2ないし 3の
少数の苗（通常は 5から 7程度）を植えるこ
と等）がみられ、この現象は、SRI 農法の部
分的な採用とも解釈できうる。 
これらの結果を受けて、今後さらに農家の稲
作技術導入の行動様式をモニターしつつ、理
解を深めることを予定している。 
(2) 第二課題であるアーンドラ・プラデシュ
州における教育改善に関しては、家計レベル
パネルデータの追加収集および整備を行っ
た。さらに、ハイデラバード近郊の高校 5校
の協力を得て、「価値確認」の介入実験を行
った。家計パネルデータについては、本研究
終了時点で、データ分析の初期段階にある。
その一端として、妊娠中の母親の体調不良が
出生後の子供の成長に与える影響を与える、
とする「バーカー仮説」（イギリスの疫学者
David J. Barker 教授による「Fetal origins 
hypothesis」）の検討を始めた。そこから得

られた暫定的な結論としては、仮説の通り、
母親の妊娠中の体調不良の結果として、子供
の体格（主に身長）にマイナスの影響がある
ことのみならず、就学時間の減少および児童
労働の増加にもつながることが見出された。 
  他方「価値確認」の介入実験においては、
本研究期間の終了後も、介入の効果を検討す
るために必要な、以下のデータを収集・整備
する作業を継続中である。 
 介入前後の学業成績データ、 
 対象生徒の属する家計に対する聞き取
り調査、 

 生徒の日頃の学習環境や、生徒間のネッ
トワーク形成に関する調査 

これらデータをもとに、今後「価値確認」介
入の影響について詳細な分析を行うことを
予定している。 
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